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はじめに
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• 本資料は、「第71回（令和元年度第4回）廃炉安全監視協議会資料
(1)-2」（2019年11月21日公表）を基に、2024年3月現在の対策状況
に見直したものです。

• 大きな変更点として、福島第二原子力発電所は、廃止措置計画認
可（ 2021年4月28日）に伴い、安全系の考え方が見直され、非常用
ディーゼル発電機の運用台数が発電所全体で12台⇒3台に見直さ
れています。

• 2024年1月に発生した能登半島地震を受け、発電所の安全対策に
ついて追加質問をいただきましたので、本資料の最後に回答させて
いただいております。
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１．停電対策について
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出典：地理院地図
（電子国土Ｗｅｂをもとに東京電力ホールディングス株式会社にて作成

当所は新福島変電所から４つの回線により電源を
受けている。４つの回線は同じ鉄塔に架線されている
ため、地震による鉄塔の損傷や、送電線同士の接触
などにより、４つの回線全てが使用できなくなることを
前提に停電対策を講じている。

１－１．福島第二原子力発電所 外部電源系統

新福島変電所

福島第二原子力（発）

富岡線

岩井戸線

６６ｋＶ送電線

５００ｋＶ送電線

外部電源は、以下の４回線により受電可能な設備を
有している。

・５００ｋＶ富岡線（２回線）
・６６ｋＶ岩井戸線（２回線）

（「第71回（令和元年度第4回）廃炉安全監視協議会資料(1)-2」
2019年11月21日公表資料抜粋）
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１－２．外部電源が喪失した場合の対応

停電した場合、非常用ディーゼル発電
設備が自動起動します。

廃止措置以降、当所は非常用ディー
ゼル発電設備が３台待機しています。
点検による不待機は１台までとしてお
り、常に２台は起動できるよう管理して
います。

非常用ディーゼル発電設備が待機し
ていない号機は、左の図に示すとおり
、他号機の非常用ディーゼル発電設
備から電源を供給できるように切替盤
等を設置しております。

また、非常用ディーゼル発電設備の
他に、ガスタービン発電機車、高圧電
源車を構内に配備しております。

１・２号～３・４号の間で
電源を供給できる切替盤を
設置している

非常用ディーゼル発電設備が自動
起動し、使用済燃料プールの冷却
に必要な機器へ電源を供給する
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項目 非常用ディーゼル発電機
ガスタービン

発電機車
高圧電源車

最大備蓄量
①屋外：１，０８０ ｋL＊１

②建屋内：６０ ｋL＊２ ２００ ｋL

油種 軽油

保管場所
①屋外タンク（海抜１２ｍ）

②原子炉建屋内
高台地下タンク
（海抜４６ｍ）

運転可能時間
現状負荷において

２～４号機各１台起動時に
７日間以上

約６日間
（備蓄量考慮）*３

約２時間
（車載分）*４

１－３．非常用ディーゼル発電機，高圧電源車の燃料備蓄量他について

＊１：屋外に設置している２～４号機タンクの備蓄量合計
＊２：原子炉建屋内に設置している２～４号機小型タンクの備蓄量合計
＊３：高台地下タンク最大備蓄量（２００ｋL）、燃費１３００ L／ｈとして計算（車載タンク２００ L）
＊４：車載タンク（２５０ L）、燃費１１０ L／ｈとして計算
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＜配電用資機材＞
・高圧電源車 ：１１台（予備２台）
・ガスタービン発電機車 ：２セット（予備１セット）
・低圧ケーブル ：１００ｍ×３０ドラム
・タンクローリー ：３台（予備１台）

発電所（高台）に配備した電源車
発電所（高台）に配備した

ガスタービン発電機車と制御車

発電機車制御車地下軽油タンク
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１－４．通信設備（社内回線）の停電対策

免震棟
通信設備用
蓄電池5h

ﾌﾟﾗﾝﾄ
保安電話用

蓄電池
5h

事務本館
通信設備用蓄電池8h

常用電源(プラント)

保安電話･TV会議､
ﾒｰﾙ､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

広野火力発電所

新福島変電所 本
社

TV会議、ﾒｰﾙ､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

原子
力規
制庁

① ②

無線局舎

マイクロ波無線
Bルート

マイクロ波無線
Aルート

：保安電話､TV会議､ﾒｰﾙ､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ回線/統合原子力防災ﾈｯﾄﾜｰｸ回線
：TV会議、メール､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ回線

：統合原子力防災ﾈｯﾄﾜｰｸ回線
※実線は有線、点線は無線

統合原子力防災ﾈｯﾄﾜｰｸ回線

＜モバイル系＞
・構内無線機：150MHz: 7台，400MHz:61台
・ﾄﾗﾝｼｰﾊﾞｰ ：59台
・衛星携帯電話：22台

非常用ﾃﾞｨｰｾﾞ
ﾙ発電機

非常用発電機

①非常用予備電源装置(EG)
【満燃料時運転可能時間：179h】

②蓄電池 【6h】

・通信回線が全て喪失しないよう，複数の通信手段を設けるとともに，停電に備え各設備に蓄電池を設置している。
・マイクロ波無線回線はルートを多重化している。

停電に備え①非常用予備電源装置（EG）【満燃料時運転可能時間：179時間】，②蓄電池【6時間】を設置している。
・携帯電話基地局が使用不可の場合，社内の保安電話回線および衛星携帯電話等使用する。

：常用電源

常用電源(プラント)

常用電源(プラント)

8

常用電源
(プラント)
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１－５．その他設備の停電対策

名 称 対 策

免震重要棟
・免震重要棟に設置されている非常用発電機により最長７２時間無給油で電源を供給
・ＵＰＳ（無停電電源装置）により緊急時対応に必要な負荷に対して４時間電源を供給
・高圧電源車により電源を供給できる回路を設置しています

事務本館 停電が長期にわたる場合、非常用発電機がある免震重要棟にて活動

協力企業棟 停電が長期にわたる場合、非常用発電機がある免震重要棟にて活動

工業用水 高圧電源車により木戸川ポンプ室取水槽の水を汲み上げるポンプの電源を供給

モニタリングポスト

①ＣＶＣＦ（定電圧定周波数装置）により８時間電源を供給
②ＵＰＳ（無停電電源装置）により８時間電源を供給
③小型発電機により１８時間電源を供給
④モニタリングカー（１台）、可搬型モニタリングポスト（３台）を配備

ダストモニタ 小型発電機により２２時間電源を供給
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２．断水対策について
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２－１．長期断水の状況とその対策

・飲料水等の生活用水は、受水槽、備蓄用飲料水により確保する。

（震災以降は構内の深井戸からの簡易水道施設により上水道を確保してる）

・工業用水は通常木戸ダムから供給を受けている。供給が受けられなくなった

場合，構内深井戸からの供給に切り替えて確保する。

・下水道は発電所構内に浄化槽があり，外部からの影響を受けることはない。

木戸ダム

Ｐ
木戸川ポンプ室

発電所

構内深井戸

通常の供給ルート

非常時の供給ルート

工業用水

上水道

上水道 双葉地方水道企業団
（浄水場） ×

震災により水道管破断
（配管復旧後、再契約予定）

11

構内深井戸

工業用水
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３．暴風・飛来物対策について

12
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３－１．建物・設備の設計について

発電所構内の建物は建築基準法に基づき３０ｍ／ｓで設計されている。

（例）排気筒
・排気筒構造

鉄塔支持型排気筒（高さ：１２０．０ｍ）
・排気筒基準風速

３０ｍ／ｓ（建築基準法：10分間の平均風速）
・強風への対応

建築基準法に基づき定められた風速に対して、設計段階で構造強度
計算を行い、問題ないことを確認している。
また、隣接する広野町における過去の最大瞬間風速33.7m/s(2003
年）であり、その後の点検により問題ないことを確認している。
なお、一般に瞬間最大風速は平均風速の1.5～2倍程度とされている。

1313
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３－２．飛来物対策の概要について

14

・重要設備（原子炉建屋，コントロール建屋，海水熱交換器建屋，復水
貯蔵タンク，軽油タンク）まで到達しない距離を確保する離隔対策を
実施している。

・飛散防止または飛散距離を抑制するために，プレハブ等の仮設建物に
ついては，地面への固定，ウェイトとの連結及び固縛などの対策を実
施している。
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４．高波・高潮対策について
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４－１．高波・高潮対策について（津波対策に包含）

・• 高波・高潮対策については、以下の津波対策に包含される。

• 新規制基準を考慮した津波*（海抜２７.５ｍ※１）を自主的に策定し、波力と建屋

耐力の比較を行い、津波に対して原子炉建屋（使用済燃料プール含む）の構造が

維持されることを確認している。*１万年～１００万年程度に１回の発生頻度

• 発電所高台に配備した消防車等を使用した機動的対応にて，燃料の健全性を確保

する。

※１：１号機取水口前面

16
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４－１．高波・高潮対策について（津波対策に包含）

17
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台風19号の接近と満潮のタイミングが重なり、2019年10月13日1:57時
点で福島第二原子力発電所港湾内では、最高潮位：O.P.+1.78m（潮位
偏差※：0.83m）を記録
※潮位偏差=実測潮位-天文潮位

大型の台風（10月13日2:00時点 中心気圧：975hPa）の接近であった
ものの、護岸部に対して1.5m程度の余裕があり、設備への影響は無かっ
た

護岸と台風接近に伴う潮位上昇のイメージ

護岸部地盤高
▽O.P.+4.0m

最高潮位

(10月13日1:57時点)

▽O.P.+1.78m

天文潮位

▽O.P.+0.95m

台風接近に伴う

潮位偏差 0.83m

1.5m程度

４－２．2019年台風19号接近時における高潮の影響について
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（参考）2019年台風19号接近時における潮位データ

福島第二原子力発電所港湾内潮位データ
（2019/10/12 15:00～2019/10/13 15:00）

最高潮位：O.P.+1.78m
（2019/10/13 1:57）

O.P.+1.8m

O.P.+1.2m

O.P.+0.6m

O.P.+0.0m

O.P.-0.6m

15:00

2019/10/12

19:00 23:00 3:00 7:00 11:00 15:00

2019/10/13
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５．物流途絶の対策について
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５－１．非常食等の備蓄量

・社員，協力企業併せて９００人分の水，食料を３日分備蓄。

品目 備蓄量

飲料水（１．５ Ｌ） ５，４００ 本

非常食１日セット
カロリーパック ※

２，７０４ セット

・東日本大震災では3月１３日に，水，食料を構内へ搬入できてい
ることから備蓄量は３日間としている。

・各種ガスに関する備蓄はないが，火災発生時の消火活動等で使用
する空気ボンベは、発電所内で充填できる準備をしている。

・発電所までの進入路が長期間通行できない場合は，構内のヘリポ
ートや港湾施設を活用し，空輸，海上輸送等によって物資を構内
へ運び入れる。

21

※ 非常食1日セットカロリーパックとは
朝昼夕3食の他に間食がセットになっており、マジックライス、防災食、発熱剤などがまとめられたもの。
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６．通信障害の対策について

22
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６－１．通信障害への対応と代替手段について

・基地局や電線などの被害による通信障害への対策として以下の通信手段を準備

名 称 配備数量 代替手段

社内回線 －
自社の光回線及び電源等を備えている。本社（東京）を経
由した連絡が可能

無線通信 －
有線通信が断線した場合，マイクロ波を利用した無線通信
により社外・社内への連絡が可能

衛星携帯電話 ２２台
携帯電話基地局が使用不可能な場合に備え，衛星携帯電話
による通信を確保

23
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７．落雷対策について

24
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７－１．福島第二原子力発電所の落雷対策について

•「建築基準法」や「JEAG4608-2007 原子力発電所の耐雷指針」等により，

以下の３項を組み合わせて構成している。

設備 内容

送電線 アークホーン※1，避雷器の設置

計装回路

ノイズ対策として静電遮蔽付シールドケーブルの使用

警報入力回路，計算機回路へ保安器※2を設置

屋外設置の計器は耐電圧試験，インパルス耐電圧試験に合格したものを適用またはサージ吸収
素子（アレスタ），保安器を現場側で計器と組み合わせる

回路と筐体との電位差大防止のため，計測制御設備を建屋内接地幹線に接続

制御ケーブル
雷サージ抑制のため，二重シールドケーブルを使用

屋内分電盤から屋外へ供給する回路には絶縁変圧器を設置

※1：アークホーン：鉄塔や電柱に取り付けられている碍子や電線を放電の衝撃から保護するための器具
※2：保安器：雷やサージによって印可された異常電圧・異常電流から機器を保護する装置 25

項目 内容

雷直撃の防止
①露出充電部を持つ屋外電力設備は架空地線または避雷器により遮蔽する。
②高さ２０ｍを超える建築物，鉄塔等には避雷針等を設ける。

雷サージの抑制
①送受電設備の適切な箇所に避雷器を設置する。
②接地抵抗値の低減を図る。
③シールド付きケーブルを使用する。

雷サージの影響阻止
①計測制御設備の適切な箇所に避雷器／保安器を設置する。
②絶縁変圧器等を設置する。
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８．豪雨対策について

26



無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社

８－１．降水量の評価と浸水対策について

＜評価＞
・富岡町における想定降水量を，約１１０ｍｍ／ｈとして構内排水路の

排水能力を評価し，問題ないことを確認している。
・２０２３年９月９日（台風13号による大雨）に富岡町で観測された

最大降水量は３５．５ｍｍ／ｈ
＜対策＞
・海水熱交換器建屋の機器搬入用ハッチ，人員出入口扉，機器搬入口

扉の水密化を２０１１年に実施している（津波対策）。
・他電力の雨水流入事象への対策として，重要施設建屋の地下にある

貫通部と地表面から２０ｃｍ未満の貫通部の止水処理状態を調査。
また，修理が必要な貫通部は２０１７年に修理を完了している。

・大物搬入口シャッター底部は地表面から２０ｃｍの高さにあり，構
内の冠水状況に応じ，土のうや排水ポンプにより浸水対策を行う。

27
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８－２．豪雨によるその他の影響について

・豪雨により発電所への進入路が崩落した場合，構内のヘリポートや
港湾施設を活用し，空輸，海上輸送等によって人員や物資を構内へ
運び入れる。

・原子炉建屋近傍の法面は，原子炉建屋から離れており，仮に豪雨に
よって法面が崩落しても，崩落した土砂が原子炉建屋へ到達する可
能性は低い。
万が一，崩落した土砂が原子炉建屋に到達した場合は，高台（海抜
４６ｍ）に設置している重機により土砂を撤去する。
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９．追加質問についての回答
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回答①，②：
・新福島変電所から発電所へは４回線（500ｋＶ富岡線：2回線，66ｋ

Ｖ岩井戸線：2回線）の送電線が敷設されており，それ以外の送電線
はありません。

・4回線の送電線は全て同一の鉄塔により架線されていることから，新
福島変電所から発電所間の鉄塔が１箇所でも倒壊などにより使用でき
なくなった場合，外部電源は全て喪失となります。

回答③：
・新福島変電所は複数系統で構成されています。
・変電所の系統構成機器，送電系統は、多重化及び分散可能な冗長性を持った

設計となっています。
・福島第一原子力発電所への送電は、大熊線（2回線），双葉線（2回線）
・福島第二原子力発電所への送電は、富岡線（2回線），岩井戸線（2回線）
・各送電系統は個別に保護機能を有しており、事故の波及を防止しています。

９－１．【追加質問】外部電源について

追①：各系統は独立しているのか。送電鉄塔や変電所などを共有している系統は
どれか。

追②：送電鉄塔や変電所での一箇所の損傷が複数系統に影響を与えるのかどうか。
追③：新福島変電所の系統はいくつあって、１Ｆ、２Ｆへの送電系統は分散して

いるか。

30
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９－２．【追加質問】所内変圧器について（1/4）

回答①：福島第二原子力発電所 油入変圧器の耐震設計
・当所の油入変圧器は全て旧基準の耐震Ｃクラスとなります。
・しかし，1号機起動変圧器Ａと3号機起動変圧器Ｂの２台は，東北地

方太平洋沖地震の後，耐震裕度※を向上させた変圧器へ更新をおこない，
変圧器故障による外部電源喪失のリスク低減を図っております。

※基準地震動Ssに対し2倍以上の耐震裕度を有する設計

追①：所内変圧器の耐震設計クラス
追②：3.11当時に所内変圧器の損傷（絶縁油漏えい）はあったか
追③：現在使用中（事故前既設、事故後新設）の所内変圧器の設置年
追④：事故前既設の変圧器（現在未使用）の絶縁油の抜き取り状況
追⑤：変圧器が損傷した場合、復旧までの期間

回答⑤：変圧器が損傷した場合の復旧期間と対応について
・変圧器本体の復旧は、損傷の部位や程度により数日～数ヶ月となります。
・変圧器故障により外部電源供給が不可となった場合は、速やかに、非常用

ディーゼル発電機又はガスタービン発電機車，高圧電源車により電源を復
旧します。

・発電所では危険物漏えいや火災い備え、委託消防隊が24時間待機してい
ます。
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９－２ ．【追加質問】所内変圧器について（ 2/4 ）

回答②：東北地方太平洋沖地震による油入変圧器からの絶縁油の漏えい

＜絶縁油が漏えいした変圧器は4台＞

＜処置＞ 配管取替
＜復旧実績＞ 作業着手後約5日

・高起動変圧器 １台
変圧器上部に設置しているコンサベータと変圧器本体の接続配管が
地震の影響により破断し絶縁油が漏えい

コンサベータ
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９－２ ．【追加質問】所内変圧器について（ 2/4 ）

回答②：東北地方太平洋沖地震による油入変圧器からの絶縁油の漏えい

・補助ボイラー変圧器Ａ，Ｂ，Ｃ ３台

A，C⇒変圧器本体と放熱器を接続している上部の配管が破断した
ことで絶縁油が漏えい

Ｂ ⇒放熱器の損傷により絶縁油が漏えい

＜処置＞ 配管取替
＜復旧実績＞ 約9ヶ月（工場での修理を実施）

変圧器本体側

放熱器側
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９－２ ．【追加質問】所内変圧器について（ 3/4 ）

回答③：福島第二原子力発電所 油入変圧器の設置年数

１号機 ２号機 ３号機 ４号機

主要変圧器 1980年 2007年 1984年 2006年

所内変圧器Ａ 1980年 1982年 1983年 1986年

所内変圧器Ｂ 1980年 1982年 1983年 1986年

起動変圧器Ａ 2019年 － 1983年 －

起動変圧器Ｂ 1980年 － 2016年 －

励磁電源変圧器 － － 1983年 1983年

高起動変圧器 1994年

補助ボイラー変圧器Ａ 2003年

補助ボイラー変圧器Ｂ 2003年

補助ボイラー変圧器Ｃ 2004年

・２，４号機の主要変圧器は絶縁劣化により更新しております。
・１号機起動変圧器Ａと3号機起動変圧器Ｂは，東北地方太平洋沖地震後に

耐震裕度を向上させた変圧器へ更新を行っております。
・表中の「－」は，当該の号機には対象設備が設置されていないことを表します。



無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社
35

９－２ ．【追加質問】所内変圧器について（4/4）

1号機 ２号機 ３号機 ４号機

主要変圧器 済 2024年度 2024年度 2025年度

所内変圧器Ａ，Ｂ 済 済 済 済

励磁電源変圧器 － － 済 済

回答④：撤去予定油入変圧器の絶縁油抜油状況及び計画

・2024年1月現在の抜き取り状況。
・各年度は絶縁油の抜き取り予定年度を表します。
・表中の「－」は，当該の号機には対象設備が設置されていないことを表します。
・起動用変圧器（4台），高起動用変圧器，補助ボイラー変圧器Ｃについては現在

も使用中のため抜き取り予定はなし

補助ボイラー変圧器Ａ 2025年度

補助ボイラー変圧器Ｂ 2025年度
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９－３．【追加質問】地震による引き波対策、地盤の隆起対策

追①：冷却用海水の取水が困難な場合の対策
追②：取水が困難となる引き波の水位、取水が困難となる地盤隆起の高さ

回答①：津波発生時の対応について
・事故時運転操作手順にて対応手順を定めている。
・津波注意報，警報の発生時は、補機冷却海水ポンプ吐出圧力の監視強

化を行い、圧力の異常が発生した場合は、ポンプ保護のため速やかに
補機冷却海水ポンプを停止する。

補機冷却海水ポンプ 1号機 ２号機 ３号機 ４号機

限界水位（OP.） -2070mm -3890mm -2070mm -3950mm

回答②：補機冷却海水ポンプの限界水位

・限界水位とは、ポンプ性能を維持するために必要な水位。
・水路水位が各号機の限界水位を下回る場合は、ポンプを確実に停止する。
・地盤隆起についても同様に、各号機の限界水位を超える地盤隆起が発生

した場合にはポンプ性能が失われる。
・ポンプ性能が長期間失われる場合は、発電所高台に配備した消防車等を

使用した機動的対応にて，燃料の健全性を確保する。


